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されている（障害法学
会設立趣意書）。
さて、障害者が開発における行為主体であることを
保障するためには、働く権利が保障され、生計維持の
ための所得が確保されなければならない。そのために
は、あらゆる段階におけるインクルーシブな教育制度
が確保され、それらを実現するためのアクセシビリ
ティの保障も不可欠となってくる。これらは有機的に
つながっており、したがって、あらゆる法分野におい
て障害の社会モデルに対応した法整備が求められる。
先行研究は、差別禁止、合理的配慮、インクルージョ
ンなど障害者権利条約でも求められている規定をすで
に法令で定めている欧米諸国や欧州連合（EU）を主
な対象としてきた。「障害と開発」研究では、障害当
事者と法制度との接点解明も求められており、そのた
めには、開発途上国における障害者法制の実態解明が
必要となっている。各国の法律は、その歴史、文化、
発展段階および法制度によって異なっており、それを
踏まえた分析が不可欠である。そこでアジア法と障害
の専門家が協働して、国際規範である障害者権利条約
を視点に、法分野毎の比較研究が開始されている（参
考文献⑤）。また、当該国の文脈のなかで掘り下げる
ことに留意しつつ、不可視化されがちな女性障害者の
複合差別の問題など、テーマ別の課題についても研究
が展開されつつある（参考文献⑥）。
（こばやし　まさゆき／アジア経済研究所　新領域研
究センター）
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援の効果の推計など、開発経済学からの分析は十分に
はなされてこなかった。その背景には、国際レベル、
国内レベルの両方における障害統計の欠如がある。
そこで、開発途上国の政府統計における障害統計の
把握、そこから読み取れる障害者の生計の分析ととも
に（参考文献③）、実際の障害者データ収集に基づい
た実証分析へと研究は展開されつつある（参考文献
④）。従来、こうした統計的に吟味されたデータによ
る実証研究は稀少であったので、これによりデータが
重視される政策決定への貢献が期待される。実証分析
では、障害の社会モデルの観点から、障害者の経済生
活の実態、生活を成り立たせるための手段などの生計
に加え、それを取り巻く社会の構造や役割とのかかわ
りに焦点を当てることによって、障害者の生活の姿を
描き出すことが試みられている。障害者が社会に存在
するにもかかわらず、数に数えてもらえないというこ
とは、極端な差別の1つの形であるといえ、障害統計
の整備とともに、これらを用いた実証研究がいっそう
重要性を増している。
●法学からの接近
障害者権利条約の制定によって、ようやく障害者の
人権問題も可視化されてきたといえる。従来、障害に
関する法律の多くは、医学モデルに立脚し、障害者個
人に対する福祉サービスやリハビリテーションの提供
を主な内容としてきた。しかし、社会モデルへのパラ
ダイム転換を求める条約は、あらゆる人権および基本
的自由を完全に実現することを確保・促進するための
立法、行政措置を各国に求める。これには新法の制定
のみならず、障害者の人権を阻害する社会的障壁と
なってきた既存の法制度の改廃も含まれる。
こうした既存の法制度の問題を含め、障害者が現実
に直面している問題状況を改善し、障害と法に関する
研究を学術的に進める要請から2016年12月に設立され
たのが日本障害法学会である（https://disability-law.
jp/）。「障害法」研究では、障害当事者の置かれた現
実の問題状況を起点に据え、「障害」を通じて「法」
を再検討することを試みる。あらゆる法領域における
「障害」と「法」の交差に光をあてるとともに、障害学、
社会学、経済学など他の学問分野との学際性、ならび
に、比較法研究などを含めた法理論と現実に必要とな
る法実務との相互関係を意識していく方向性が打ち出
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ろう学校の生徒たち
（ネパール、筆者撮影）
